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市川第 20250407-0167号 

令和７年４月９日 

 

市公式 Webサイト再構築及び市公式 Webサイト運用業務委託 公募型プロポ

ーザルを実施するので、次のとおり公告します。 

 

市川市長 田中 甲 

 

 

１ 業務概要 

（１）件名 

市公式 Webサイト再構築及び市公式 Webサイト運用業務委託 

（２）業務内容 

  別紙「仕様書」のとおり 

（３）履行期間   

契約日から令和８年３月３１日まで 

 

２ 参加資格 

 本企画提案に参加できる者は、以下の条件を全て満たすものとする。 

（１）市川市入札参加業者適格者名簿に登録している者、又は下記の書類を提出

し、本企画提案に参加可能と認められる者。 

ア 履歴事項全部証明書 

イ 印鑑証明書 

ウ 使用印鑑届兼委任状 

エ 納税証明書 

次に記載するもののうち該当する納税証明書 

      ① 市内に事業所がある場合 

      ・市税[法人市民税の納税証明書]（直近２年） 

         [固定資産税の納税証明書]（直近２年） 

        ・国税[法人税及び消費税の納税証明書(その３の３)] 

② 上記①に該当しない場合 

      ・国税[法人税及び消費税の納税証明書(その３の３)] 

（２）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第１６７条の４の規定のいず

れにも該当していないこと。 

（３）会社更生法（平成 14年法律第 154号）の適用を申請した者で、同法に基

づく裁判所からの更生手続き開始決定がなされていない者ではないこと。

（国土交通省の一般競争参加資格再審査の認定を受けていない者を含
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む。） 

（４）民事再生法（平成 8年法律第 225号）の適用を申請した者で、同法に基づ

く裁判所からの再生手続き開始決定がなされていない者ではないこと。

（国土交通省の一般競争参加資格再審査の認定を受けていない者を含

む。） 

（５）この業務の公表日から候補者特定までの間において、市川市から競争参加

資格停止又は指名除外を受けている者ではないこと。 

（６）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者

として、国の調達事案に関し排除要請があり、当該状態が継続している者

ではないこと。 

（７）プロポーザルに参加しようとする者との間に「特定関係にある会社同士の

入札参加制限基準」に規定する資本関係又は人的関係がある者ではない

こと。 

（８）市川市の法人市民税（ただし、県内市外の場合は、法人県民税、県外の場

合は法人税）並びに消費税及び地方消費税を完納していること。 

（９）本業務に関連した業務を受注した実績を有していること。 

 

３ 参加手続 

市公式 Web サイト再構築及び市公式 Web サイト運用業務委託 公募型プロ

ポーザル応募要領によります。 

 

４ 事務局 

  市川市 市長公室 広報広聴課 

  〒272-8501千葉県市川市八幡 1丁目 1番 1号 

        電話番号：047-712-8633、ＦＡＸ番号：047-712-8764 

        メールアドレス webkanri@city.ichikawa.lg.jp 

https://goo.gl/maps/Xny1V2bCu6hhEFhK7

